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１ 基本方針の策定にあたって 
 ⑴ これまでの取組み 

   地方公共団体の責務は，地方自治法で，「住民の福祉の増進を図る」ことを基本とし，限られ

た財源の中で「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。」と定められ，ま

た「常にその組織及び運営の合理化に努める」とされています。 

   本市では，自治体運営の基本原則に沿った行政運営を図るため，昭和６０年度に「富谷町行

政改革大綱」を策定し，その後２度の大綱の策定などを基に，民間委託の推進，事務事業や組

織の見直し，職員定数の適正化などの行政改革に取組んできました。 

   

 

年度 主な取組内容 

昭和６０年度 

第１次行政改革期間（昭和６０年度～昭和６２年度） 
第１次富谷町行政改革大綱を策定 

  ・事務事業の見直し 
・民間委託，ＯＡ化等事務改革の推進 
・公共施設の設置及び管理運営の合理化 

平成８年度 

第２次行政改革期間（平成８年度～平成１０年度） 
第２次富谷町行政改革大綱を策定 

  ・事務事業の見直し 
  ・効果的な行政運営 
  ・組織機構の見直し及び定員管理の適正化の推進 
  ・職員の能力開発等の推進 

平成１１年度 

第３次行政改革期間（平成１１年度～平成１２年度） 
 ・事務事業の見直し 

・住民サービスの向上 
・人材育成の推進 
・行政運営における経費削減 

平成１２年度 

第４次行政改革期間（平成１２年度～平成１６年度） 
  ・定員の適正管理 
  ・補助金交付の見直し 
  ・役場庁舎の開庁時間の延長 
  ・お茶の間懇談，まちづくり提言募集の実施 

平成１７年度 

第５次行政改革期間（平成１７年度～平成２１年度） 
第３次富谷町行政改革大綱を策定 

  ・行政の担うべき役割の重点化 

  ・行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 

  ・定員管理及び給与の適正化等 

  ・人材育成の推進 

  ・公正の確保と透明性の向上 

  ・電子自治体の推進 

  ・自主性，自律性の高い財政運営の確保 
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⑵ 第５次行政改革期間の主な取組みと検証 

   富谷町第５次行政改革期間（平成１７年度～平成２１年度）には，第３次富谷町行政改革

大綱を策定し，簡素で効率的な町政を構築し，住民の満足が得られる独自のまちづくりに資

するとともに，行財政運営の改善・透明化，住民生活の利便性を図ってきました。 

  本改革期間では，民間委託や指定管理者制度の導入等の行政の担うべき役割を検討したほ

か，宮城県内の町村で唯一となる部制の施行等，組織の機構改革を実施しました。 

定員管理の面では，本市の特徴である急激な人口増加，それに伴う行政需要の増大に対応

するため，本改革期間中に定員適正化計画を見直したことにより，職員数は増加しました。

当初の目標としていた改革期間での３％の削減には至らなかったものの事務事業の見直し等

を行い，最小の経費で最大の効果を挙げるため，経費の削減に努めてきました。その結果，

本改革期間の職員数と財政の状況は，下記のとおりとなりました。 

 

 ○職員数の推移 ※目標値：平成１７年度を基準として，３％（８人）の削減 

 H17 H18 H19 H20 H21 

職員数 267名 264名 254名 260名 268名 

基準比 － ▲3名 ▲13名 ▲7名 ＋1名 

削減割合 － 1.12％ 4.88％ 2.62％ ▲0.38％ 

 

 ○財政状況の推移 

【経常収支比率の推移】 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 

75.2％ 98.4％ 77.3％ 79.2％ 80.6％ 81.3％ 

 

※経常収支比率･･･毎年度経常的に収入される財源のうち使途が特定されない収入（経常一般財源）の

うち，人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経

費）に充当されたものが占める割合。 数値が高くなるほど，財政が硬直化している

こととなる。 

 

 【参考：財政調整基金と地方債残高の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5,984 5,499 5,196 4,617 4,135 3,586 

2,906 
2,456 

3,166 3,379 
3,875 4,021 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

地方債現在高 財政調整基金
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資料：財政状況カード（各年度）

資料：総務部総務課 

（百万円） 
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２ 市の現況 
⑴ 市制施行とシティブランドの確立 

本市は，平成２８年１０月１０日の市制施行により，「富谷町」から「富谷市」となりまし

た。市制施行と同時に策定した富谷市総合計画では，市の将来像を「住みたくなるまち 日

本一」としました。市の将来像の実現のため，市制施行を絶好の契機とし，スイーツによる

まちづくり，教育・子育て・福祉行政の充実など，「とみやシティブランド」の確立に向けた

施策を展開するとともに，企業誘致や交通対策など，自立した都市基盤の整備に取り組んで

います。 

一方で，市制施行による権限移譲に加え，地方分権の推進による権限移譲がさらに進めら

れ，本市が担う役割は今後さらに拡大していくものと考えられます。地方創生総合戦略をは

じめとする新たな課題に対し，事業の重点化と効率的・効果的な事務事業の実施などに取り

組んでいく必要があります。 

  これらによる業務量の増加や社会情勢の急激な変化に伴う住民ニーズの多様化に対応する

ため，選択と集中による事業の展開，多様化する住民ニーズに対応できる職員の育成などが

求められています。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 本市の人口状況 

  全国的な人口減少・少子高齢化社会が到来しています。国立社会保障・人口問題研究所の

推計によると，国の総人口は減少し続け，少子高齢化がさらに進展するものと見込まれてい

ます。 

  本市の人口は，２０１５年（平成２７年）の国勢調査時で，５１，５９１人となっていま

す。富谷市人口ビジョンでは，全国的な減少傾向に反して，今後も緩やかな増加となると推

計されており，２０６０年時点での人口６０，０００人を目標としています。 

  一方で，全国的な高齢化の波は本市においても例外ではなく，市総合計画の人口フレーム

では，２０２５年の６５歳以上の高齢化率は２２％を超える見込みとなっています。今後

は，高齢者や人口増加に向けた子育て世代への社会保障費の増加が予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現況の整理】 

・シティブランドの確立 ・市制施行，地方分権の推進による権限の拡大  

・業務の高度化，多様化 ・住民ニーズの多様化 

【現況の整理】 

・人口の増加 ・少子高齢化の進展 ・社会保障関連経費の増加 



4 
 

【参考：本市の人口推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：本市の年齢階層別人口割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 本市の財政状況 

  本市の財政状況は，人口増加や行政ニーズの増大に伴い，近年，慢性的な財源不足が生じ

ており，財政調整基金や臨時財政対策債に依存する財政運営となっています。 

地方公共団体の黒字・赤字を判断する実質収支は黒字となっていますが，財政調整基金の

取崩しや積立てを考慮した実質単年度収支は，平成２４年度以降マイナスとなっていること

から，改善が必要となっています。 

今後とも，人口増加により税収の微増が期待されるものの，待機児童対策や障害者福祉な

どの社会保障関係経費や公共施設の老朽化に伴う更新・長寿命化に要する経費が年々増加傾

向にあり，今後さらに財政状況は厳しくなることが予想されるため，市総合計画を基本と

し，住民ニーズや費用対効果の検証のもと，これまで以上に事業の「選択」と「集中」を進

める必要があります。 
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資料：富谷市人口ビジョン（H27.11 策定） 

21.4 18.8 18.9 19.7 18.7 16.2 13.2
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

H7
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H12
（2000）

H17
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H22
（2010）

H27
（2015）

H32
（2020）

H37
（2025）

15歳未満 15～64才 65歳以上

資料：国勢調査 H32・H37 は市総合計画による推計 

【現況の整理】 

・財政調整基金の減少 ・地方債の増加 ・税収の微増 

・公共施設の老朽化対策  
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【参考：地方債残高と財政調整基金の推移】               （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：実質単年度収支の推移】                    （単位：百万円） 

  H24 H25 H26 H27 H28 

形式収支※1 1,137 864 965 674 770

実質収支※2 579 438 622 435 591

単年度収支※3 ▲131 ▲141 184 ▲187 155

実質単年度収支※4 ▲477 ▲529 ▲511 ▲185 ▲403

 

 ※1 形式収支･･･年度の歳入から歳出を引いた額。 

 ※2 実質収支･･･形式収支から「翌年度に繰越すべき財源」を引いた額。 

 ※3 単年度収支･･･実質収支から「前年度の実質収支」を引いた額。 

 ※4 実質単年度収支･･･単年度収支から貯金への積立や借金の繰上げ返済（黒字要素）を加え，貯金の

取崩し（赤字要素）を引いた額。 

 

【参考：歳出構造の推移】                     （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：決算カード 
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出典：財政状況カード（各年度） H29 以降は行政改革前の推計による 

実 績 行政改革前の推計 
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⑷ 市民協働の取組み 

  本市では，町内会や市民団体等，さまざまな主体が地域の課題に積極的に取り組んでいま

す。また，「はちみつプロジェクト」や「わくわく市民会議」，「ゆとりすとクラブ・サロン」

など，多様な「人材」の活躍と「資源」を活かした，本市ならではの市民協働のまちづくり

に取り組んでいます。 

  厳しい財政状況が続く中で，今後とも地域が抱える課題の解決や特色ある地域づくりを進

めていくためには，市民と行政が互いの特性を踏まえた上で，それぞれが担う役割を明確に

し，町内会や市民団体等の活動支援の継続とともに，市民参画と協働を推進するための体制

の構築が求められています。 

 

 

 

 

 

 ⑸ 本市の職員の状況 

   本市の職員数は，平成２９年４月１日時点で３３５人となっています。平成２６年度から

平成２９年度にかけて１０２名の新規採用職員を採用したことにより，行政経験年数の少な

い職員が全体の約３割を占めています。また，職員１人当たりの住民数は，平成２５年度の

１９４．６人から１７０．０人に減少しましたが，依然として，県内市町村の中でも高い数

値となっています。 

このような中，市制施行に伴う市民の期待感の高まりや権限移譲，地方創生等により，行

政課題は変化し，増大しています。限られた職員で高度化・多様化する住民ニーズに的確に

対応するためには，従来にも増して，職員の人材育成や事業の効率化による業務軽減が求め

られています。 

 

 

 

 

 

【参考：職員数と職員給の推移】 
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【現況の整理】 

・地域課題への積極的な取組み ・多様な「人材」の活躍  

【現況の整理】 

・職員１人あたりの住民数が多い ・行政経験年数の少ない職員の増加  

・行政課題への対応 

資料：決算カード 
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【参考：職員１人当たりの住民数の推移】 
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資料：宮城県市町村課「地方公共団体定員管理調査結果概要」 
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３ 行政改革の必要性 
  本市では，平成１７年度の「第３次富谷町行政改革大綱」策定以降，行政改革期間以外にお

いても，不断の行政改革への取組みを進めてきました。 

  その間，市制施行という新しいステージに立つとともに，社会経済情勢の変化や地方分権の

進展など，本市を取り巻く社会構造は大きく変化しています。複雑・多様化する行政課題へ対

応し，富谷市総合計画の推進及び将来像「住みたくなるまち日本一」の実現のため，新たに

「富谷市行政改革基本方針」を策定します。 

 

【富谷市総合計画と行政改革基本方針】 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針－２】  
教育と子育て環境を誇るまち！ 

【基本方針－１】  
暮らしを自慢できるまち！ 

【基本方針－３】  
元気と温かい心で支えるまち！ 

【基本方針－４】  
市民の思いを協働でつくるまち！ 

住みたくなるまち日本一  
～ 100 年間ひとが増え続けるまち 村から町へ 町から市へ ～ 

将
来
像

基
本
方
針

前期基本計画 

 行財政経営分野の施策目標 

 「未来に不安のない健全経営でつなぐまちづくり」 

  【主な施策内容】 

    ◎行財政改革の推進強化（最重点プロジェクト） 

    ○人材（職員）の育成と組織体制の整備 

    ○健全な行財政経営の推進 

前
期
基
本
計
画 

富 谷 市 総 合 計 画 

○富谷市行政改革基本方針 
  行政改革に関する基本的な方針や取組事項を明確化したもの。 

○富谷市行政改革実施プラン 
  行政改革基本方針に掲げる取組事項を年度ごとの取組計画や目標

となる指標と併せ，記載したもの。 
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４ 基本方針と考え方 

⑴ 市の課題の整理 

  行財政経営の目標である「未来に不安のない健全経営でつなぐまちづくり」を目指すた

め，市の現況を踏まえ，次のように課題を整理しました。 

   ①高度化，多様化する業務への的確な対応 

   ②市民協働・参画の推進 

③市政情報発信力の向上 

   ④厳しい財政状況への対応 

   ⑤限られた人員での創意・工夫 

 

⑵ 改革への３つの柱 

   市では，上記の課題に対し，次の３つの柱を基本方針として掲げ，継続的な行政改革に取

組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針１ 行政経営能力の向上

効率的・効果的な行政経営を行うため，課題に対し，的確かつ迅速に対応できる人

材の育成を図るとともに，効果的な組織の機能強化に取り組みます。 

 また，業務委託や指定管理者制度等の民間活力の導入を推進し，実施可能性の検討

を行うとともに，限られた人員での効果的・効率的な行政経営を図るため，「働き方

改革」の推進に努め，行政サービスのさらなる高品質化を目指します。 

基本方針２ 市民参画と協働の推進

まちづくり等に関する計画の策定過程に市民が参画しやすい環境づくりを進めま

す。また，市民，町内会，ＮＰＯなど多様な主体と協働によるまちづくりを推進する

ため，市民活動団体の育成・支援に努め，協働の仕組みを研究し，実施可能性の検討

を行います。これらの取組みを含め，市民にとっての有益な情報を積極的に発信し，

市民と行政間の情報の共有を図るとともに，対話と相互理解に努めます。 

基本方針３ 持続可能な財政運営

 財政調整基金の取崩しによる減少や臨時財政対策債の発行による地方債の増加への

対応は喫緊の課題となっています。事務事業の見直しの中で，住民ニーズや費用対効

果の検証のもと，選択と集中による歳出の削減に努めるとともに，受益者負担の適正

化などの歳入の確保や新しい手法による新たな歳入確保に取組み，財政状況の改善を

図ります。 
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５ 取組みの内容 
  今後取り組むべき行財政改革の基本的な方針は，次の３つの柱で推進します。 

 

 

 

【具体的な取組み】 

① 職員の資質向上 

  人材育成基本方針で定める「求められる職員像」の実現を図るため，若年層を中心とした職

場内における実務研修（OJT），職制ごとの職員研修所等における研修（Off-JT）の実施や人事

評価制度を有効に活用した人材育成を進めるとともに，ICTなどの活用による職場環境の改善や

PDCAサイクルによる業務プロセスの改善等を行うことにより，職員の資質向上に努めます。 

   

② 民間活力導入の推進 

    民間の専門知識やノウハウによって，住民サービスの向上や効率化が図られると判断さ

れる業務については，PPP／PFI，指定管理者制度の導入，事業の民間委託や民営化等の可

能性を検討し，導入を推進します。 

 

③ 創造的・効果的な組織体制の検証 

    社会情勢の変化による新たな行政課題や住民ニーズに対応するため，効率的・効果的な

事務事業の手法を検討し，事務事業の再編・整理・廃止・統合などを進めるとともに，限

られた人的資源を効率的に活かす組織体制を検証します。 

 

 

 

【具体的な取組み】 

  ① 市民参画・協働の推進 

    審議会等の開催やパブリックコメントの実施など，さまざまな手法を用いた市民参画の

機会の拡充に努めるとともに，わくわく市民会議等の開催など，市民の意見を広く聴取す

る広聴事業の充実を図ります。 

    また，市民と行政が対等なパートナーとして，まちづくりを担う仕組みづくりの検討を

行うとともに，まちづくりの基本となるルールの策定に向けた調査・研究を行います。 

 ※市民参画･･･ 一般的には，計画立案の段階から市民が加わることをいう。 

  市民協働･･･ 一般的には，市民と行政が同じ目的のために役割と責任を担いながら，協力して共に活

動することをいう。 

 

② 情報発信力の向上と情報の共有 

    市が保有する情報については，さまざまな媒体を用いた分かりやすい提供に努め，市民

と行政の情報の共有化を図ります。また，情報公開条例や個人情報保護条例などの適正な

運用に努め，行財政経営の公平性，透明性の向上を図ります。 

 

基本方針１ 行政経営能力の向上 

基本方針２ 市民参画と協働の推進 
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【具体的な取組み】 

① 歳出削減の実施 

    事務事業の見直しによる再構築や重点化する主要事業の優先度などを検討するスプリン

グレビューを実施し，次年度の予算編成に向けた事業の選択と集中により，財政支出の抑

制を図ります。 

   

② 歳入確保策の検討 

    安定した財政基盤の確立に向けて，企業誘致等による市税収入の安定化や受益者負担の

適正化など，歳入の確保に努めるとともに，ふるさと納税の充実や広告事業の実施など，

新たな手法による新たな財源の確保に取組みます。 

 

６ 計画期間 
  本行政改革の計画期間は，２０１８年から２０２０年までとします。 

   

７ 進行管理及び実施体制 

 ⑴ 行政改革推進本部 

副市長，教育長及び市管理職で構成される行政改革推進本部により，基本方針の実施方策の

検討及び進行管理を行います。 

 ⑵ 行政改革懇談会 

行政改革の実施状況その他課題等について，行政に識見を有する方々から，広く意見をいた

だきます。 

 ⑶ 庁内推進体制 

企画部企画政策課内に行政改革推進室を設置し，個別課題への検討を行うとともに，必要

に応じた各部を横断した部会の設置により，職員全体の行政改革に対する意識の向上を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針３ 持続可能な財政運営 
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